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だけでなく、その趣旨は、平成３０年度の予算編成方針において、依命通達が

行われているところでもある。 

慣例的な予算の執行がないかどうか、これまで以上に、地自法の趣旨に

沿った、費用対効果のある、計画的かつ適正な予算執行に努めなければならな

いことはいうまでもないことであり、改めて、地自法の基本的な趣旨に立ち

返った、適切な予算執行の確保と徹底に努めていただきたい。 

 

イ 要綱の検証と見直し等について（全課共通） 

    従前より、補助金を支給する拠り所としている要綱については、補助金の交

付対象となる経費が具体的かつ明確化されるよう、要望を行ってきているが、

現在各課が所管する要綱全般について、事業の実態と要綱が合致しているかど

うか、その内容に係る検証と見直しを行われるよう、要望する。 

例えば､自立生活支援課においては､小金井市在宅重度心身障害者(児)布お

むつ貸与事業実施要綱（昭和５７年４月１日制定。以下「実施要綱」とい

う。）に基づき、対象者に布おむつを貸与する事業を実施してきているが、現

在は、布おむつの貸与実態は無く、実施要綱第５条ただし書によって、紙おむ

つを支給して事業を実施している実態がある。同条本則による布おむつの貸与

ではなく、ただし書という、いわば例外的な取扱に基づいて紙おむつを支給す

ることによって事業を実施しているというのは、実施要綱が制定された年から

既に３７年余、最終改正が行われた平成２０年からは、既に１１年が経過して

おり、昨今の現状から見ると、実施要綱が実情に即していない形の要綱になっ

ているものといえ、今後、見直しが必要な要綱の一つであるといえる。 

よって、全課におかれては、要綱上、事務事業として、現在、実質的にそ

の役割を完了、若しくは実情に即していないものと思慮される事業や、執行率

が極めて低い事業などについては、今後、「行財政改革プラン２０２０」によ

る「アクションプラン２０２０」を推進していく中で、スクラップアンドビル

ドの理念に基づき、事務事業の必要性についての検証と検討を充分に行い、現

在ある要綱の見直し、また、場合によっては、廃止手続を視野に入れた検討に

ついても、順次着手されるよう、要望する。 

 

ウ 不法投棄厳禁啓発看板に係る印刷製本費について 

    ごみ対策課においては、近年、社会問題の１つとなっているごみの不法投棄
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